
 

 
 

令和元事務年度 所得税及び消費税調査等の状況 

 

令和２年 11 月  

関東信越国税局 

 

Ⅰ 調査等の状況 

 １ 所得税の調査等の状況 

 ２ 消費税（個人事業者）の調査等の状況 

 

Ⅱ 主な取組 

 １ 富裕層に対する調査状況 

 ２ 海外投資等を行っている個人に対する調査状況 

 ３ インターネット取引を行っている個人に対する調査状況 

 ４ 無申告者に対する調査状況 

 

Ⅲ 参考計表 

 〇 事業所得を有する個人の１件当たりの申告漏れ所得金額が高額な上位 10 業種 
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Ⅰ 調査等の状況 
１ 所得税の調査等の状況 
新型コロナウイルス感染症の影響もあり調査等件数は減少したが、１件当たりの追徴税額は増加 

 
  調査等件数及び申告漏れ等の非違があった件数の状況 

 実地調査の件数は、特別調査・一般調査が 6 千 8 百件（前事務年度 7 千 8 百件）、
着眼調査が 4 千２百件（同 4 千 8 百件）であり、簡易な接触の件数は 4 万 2 千
件（同 6 万 3 千件）となっています。 

 これらの調査等の合計件数は 5 万 3 千件（同 7 万 6 千件）であり、そのうち申
告漏れ等の非違があった件数は 3 万 5 千件（同 4 万 9 千件）となっています。 

 
  申告漏れ所得（調査等の対象となった全ての年分の合計）金額の状況 

 実地調査による申告漏れ所得金額は、889 億円（同 1,015 億円）であり、その
うち特別調査・一般調査によるものは 753 億円（同 870 億円）、着眼調査によ
るものは 136 億円（同 145 億円）となっています。 

 また、簡易な接触による申告漏れ所得金額は 253 億円（同 374 億円）となって
おり、調査等合計では 1,142 億円（同 1,389 億円）となっています。 

 
  追徴税額（調査等の対象となった全ての年分の合計で加算税を含む。）の状況 

 実地調査による追徴税額は、128 億円（同 143 億円）であり、そのうち特別調
査・一般調査によるものは 117 億円（同 134 億円）、着眼調査によるものは 11
億円（同 9 億円）となっています。 
なお、実地調査による追徴税額を１件当たりでみると、116 万円（同 113 万円）
となっており、前事務年度に比べ増加しています。 

 また、簡易な接触による追徴税額は 12 億円（同 26 億円）となっており、調査
等合計では 140 億円（同 169 億円）となっています。 

 
（参考） 

１ 実地調査（特別調査・一般調査）とは、高額・悪質な不正計算が見込まれる事案を対象に深度ある
調査を行うもので、特に、特別調査は、多額な脱漏が見込まれる個人を対象に、相当の日数（１件当
たり 10 日以上を目安）を確保して実施しているものです。 

２ 実地調査（着眼調査）とは、資料情報や申告内容の分析の結果、申告漏れ等が見込まれる個人を対
象に実地に臨場して短期間で行う調査です。 

３ 簡易な接触とは、原則、納税者宅等に臨場することなく、文書、電話による連絡又は来署依頼によ
る面接を行い、申告内容を是正するものです。  
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〇 所得税の調査等の状況 

 

 

 

 

 

 

 

  

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

7,839 4,826 12,665 62,922 75,587

6,835 87.2% 4,173 86.5% 11,008 86.9% 41,722 66.3% 52,730 69.8%

7,215 3,637 10,852 38,117 48,969

6,224 86.3% 3,166 87.0% 9,390 86.5% 25,445 66.8% 34,835 71.1%

86,956 14,499 101,455 37,395 138,850

75,278 86.6% 13,610 93.9% 88,887 87.6% 25,301 67.7% 114,188 82.2%

11,136 824 11,960 2,450 14,410

9,713 87.2% 951 115.4% 10,665 89.2% 1,195 48.8% 11,860 82.3%

2,229 102 2,331 145 2,476

1,962 88.0% 139 136.3% 2,101 90.1% 16 11.0% 2,118 85.5%

13,365 926 14,291 2,595 16,886

11,675 87.4% 1,090 117.7% 12,766 89.3% 1,212 46.7% 13,978 82.8%

11,093 3,004 8,011 594 1,837

11,014 99.3% 3,261 108.6% 8,075 100.8% 606 102.0% 2,166 117.9%

1,421 171 944 39 191

1,421 100.0% 228 133.3% 969 102.6% 29 74.4% 225 117.8%

284 21 184 2 33

287 101.1% 33 157.1% 191 103.8% 0.4 20.0% 40 121.2%

1,705 192 1,128 41 223

1,708 100.2% 261 135.9% 1,160 102.8% 29 70.7% 265 118.8%

   ５ 実地調査の件数は、所得税と消費税の実地調査件数である。

千円

(注）１ 令和元年７月から令和２年６月までの間の実績で、いずれも調査等の対象となった全ての年分の合計の計数である。

   ２ 上段は、前事務年度の計数である。

   ３ 「簡易な接触」の件数には、添付書類の未提出に対する提出依頼を行った件数等を含む。

   ４ 追徴税額（本税）には、復興特別所得税額を含む。
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（参考）譲渡所得の調査等の状況 
 所得税のうち譲渡所得に係る調査等の件数が、２千１百件（前事務年度３千件）で

あり、そのうち申告漏れ等の非違があった件数が、1 千７百件（同２千４百件）と
なっています。申告漏れ所得金額（調査等の対象となった全ての年分の合計）は、
127 億円（同 179 億円）となっています。 

 

〇 譲渡所得の調査等の状況 
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２ 消費税（個人事業者）の調査等の状況 
新型コロナウイルス感染症の影響もあり調査等件数は減少したが、１件当たりの追徴税額は増加 
 
   調査等件数及び申告漏れ等の非違があった件数の状況 

 実地調査の件数は、特別調査・一般調査が３千７百件（前事務年度 4 千 2 百件）、
着眼調査が 1 千４百件（同 1 千 6 百件）であり、簡易な接触の件数は 4 千 2 百件
（同 5 千 6 百件）となっています。 

 これらの調査等の合計件数は 9 千３百件（同 1 万 1 千４百件）であり、そのうち
申告漏れ等の非違があった件数は 6 千 9 百件（同 9 千１百件）となっています。 

 
   追徴税額（調査等の対象となった全ての年分の合計で加算税を含む。）の状況 

 実地調査による追徴税額は、41 億円（同 46 億円）であり、そのうち特別調査・
一般調査によるものは 38 億円（同 42 億円）、着眼調査によるものは 3 億円（同
4 億円）となっています。 
なお、実地調査による追徴税額を１件当たりでみると、81 万円（同 80 万円）と
なっており、前事務年度に比べ増加しています。 

 また、簡易な接触による追徴税額は 3 億円（同 5 億円）となっており、調査等合
計では 44 億円（同 52 億円）となっています。 

 
〇 消費税（個人事業者）の調査等の状況 

 

対前年比 対前年比 対前年比 対前年比 対前年比

4,207 1,606 5,813 5,618 11,431

3,668 87.2% 1,369 85.2% 5,037 86.7% 4,241 75.5% 9,278 81.2%

3,690 1,380 5,070 3,980 9,050

3,217 87.2% 1,151 83.4% 4,368 86.2% 2,510 63.1% 6,878 76.0%

3,462 333 3,795 507 4,302

3,088 89.2% 259 77.8% 3,347 88.2% 291 57.4% 3,638 84.6%

766 77 843 29 872

679 88.6% 67 87.0% 746 88.5% 14 48.3% 759 87.0%

4,228 410 4,638 536 5,174

3,767 89.1% 326 79.5% 4,093 88.2% 305 56.9% 4,398 85.0%

823 207 653 90 376

842 102.3% 189 91.3% 665 101.8% 69 76.7% 392 104.3%

182 48 145 5 76

185 101.6% 49 102.1% 148 102.1% 3 60.0% 82 107.9%

1,005 255 798 95 453

1,027 102.2% 238 93.3% 813 101.9% 72 75.8% 474 104.6%

(注）１ 令和元年７月から令和２年６月までの間の実績で、いずれも調査等の対象となった全ての年分の合計の計数である。

   ２ 上段は、前事務年度の計数である。

   ３ 消費税の追徴税額には、地方消費税（譲渡割額）を含む。
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Ⅱ 主な取組 

 

 

 

 有価証券・不動産等の大口所有者、経常的な所得が特に高額な個人など、「富裕層」
に対して、資産運用の多様化・国際化が進んでいることを念頭に積極的に調査を実施
しています。 

 令和元事務年度においては、701 件（前事務年度 772 件）実地調査（特別・一
般）を実施しました。 

 １件当たりの申告漏れ所得金額は、1,231 万円（同 1,176 万円）となっており、
所得税の実地調査（特別・一般）全体の 1,101 万円（同 1,109 万円）に比べ約
1.1 倍となっています。また、申告漏れ所得金額の総額は 86 億円（同 91 億円）
に上ります。 

 １件当たりの追徴税額は 310 万円（同 335 万円）で、所得税の実地調査（特別・
一般）全体の 171 万円（同 171 万円）に比べ約 1.8 倍となっています。また、
追徴税額の総額は 22 億円（同 26 億円）に上ります。 

 特に、海外投資等を行っている「富裕層」に対しては、１件当たりの追徴税額は
537 万円（同 608 万円）で、所得税の実地調査（特別・一般）全体の 171 万円
に比べ約 3.1 倍と特に高額となっています。 

 

〇 富裕層に対する調査の状況 

 

 

 

 
 
 

〇 海外投資等をした「富裕層」に対する調査の状況 
  

事務年度等
項目 対前年比

1,101

追 徴 税 額 万円 335 310 92.5% 171

一
件
当
た
り

申 告 漏 れ
所 得 金 額

万円 1,176 1,231 104.7%

追 徴 税 額 億円 26 22 84.6% 117

申 告 漏 れ 所 得 金 額 億円 91 86 94.5% 753

6,835

申告漏れ等の非違件数 件 692 632 91.3% 6,224

(参考）

30事務年度 元事務年度
元事務年度 実地調査
（特別・一般）全体

調 査 件 数 件 772 701 90.8%

事務年度等
項目 対前年比

1,101

追 徴 税 額 万円 608 537 88.3% 171

一
件
当
た
り

申 告 漏 れ
所 得 金 額

万円 2,902 2,094 72.2%

追 徴 税 額 億円 4 3 75.0% 117

申 告 漏 れ 所 得 金 額 億円 19 13 68.4% 753

6,835

申告漏れ等の非違件数 件 59 56 94.9% 6,224

(参考）

30事務年度 元事務年度
元事務年度 実地調査
（特別・一般）全体

調 査 件 数 件 64 60 93.8%
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 経済社会の国際化に適切に対応していくため、有効な資料情報の収集に努めるととも
に、海外投資を行っている個人や海外資産を保有している個人などに対して、国外送
金等調書、国外財産調書、租税条約等に基づく情報交換制度のほか、ＣＲＳ情報（共
通報告基準に基づく非居住者金融口座情報）などを効果的に活用し、積極的に調査を
実施しています。 

 令和元事務年度においては、493 件（前事務年度 562 件）実地調査（特別・一般）
を実施しました。 

 １件当たりの申告漏れ所得金額は、1,359 万円（同 1,495 万円）となっており、
所得税の実地調査（特別・一般）全体の 1,101 万円（同 1,109 万円）と比べ 1.2
倍となっています。また、申告漏れ所得金額の総額は 67 億円（同 84 億円）に上
ります。 

 １件当たりの追徴税額は 236 万円（同 215 万円）で、所得税の実地調査（特別・
一般）全体の 171 万円（同 171 万円）と比べ約 1.4 倍となっています。また、
追徴税額の総額は 12 億円（同 12 億円）に上ります。 

 
〇 海外投資等を行っている個人に対する調査状況 

 

 

 

 

 

 

〇 取引区分別の調査状況 
   【１件当たりの申告漏れ所得金額】 

事務年度等
項目 対前年比

1,101

追 徴 税 額 万円 215 236 109.8% 171

一
件
当
た
り

申 告 漏 れ
所 得 金 額

万円 1,495 1,359 90.9%

追 徴 税 額 億円 12 12 100.0% 117

申 告 漏 れ 所 得 金 額 億円 84 67 79.8% 753

6,835

申告漏れ等の非違件数 件 517 437 84.5% 6,224

(参考）

30事務年度 元事務年度
元事務年度 実地調査
（特別・一般）全体

調 査 件 数 件 562 493 87.7%
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 シェアリングエコノミー等の新たな分野の経済活動をはじめ、インターネット取引を
行っている個人に対しては、資料情報の収集・分析に努め、積極的に調査を実施して
います。 

 令和元事務年度においては、394 件（前事務年度 473 件）実地調査（特別・一般）
を実施しました。 

 １件当たりの申告漏れ所得金額は、1,200 万円（同 1,036 万円）となっており、
所得税の実地調査（特別・一般）全体の 1,101 万円（同 1,109 万円）に比べ約
1.1 倍となっています。また、申告漏れ所得金額の総額は 47 億円（同 49 億円）
に上ります。 

 １件当たりの追徴税額は 178 万円（同 176 万円）で、前事務年度に比べ増加し
ています。また追徴税額の総額は 7 億円（同 8 億円）に上ります。 

 

〇 インターネット取引を行っている個人に対する調査状況 

 
 

  

事務年度等
項目 対前年比

1,101

追 徴 税 額 万円 176 178 101.1% 171

一
件
当
た
り

申 告 漏 れ
所 得 金 額

万円 1,036 1,200 115.8%

追 徴 税 額 億円 8 7 87.5% 117

申 告 漏 れ 所 得 金 額 億円 49 47 95.9% 753

6,835

申告漏れ等の非違件数 件 433 363 83.8% 6,224

(参考）

30事務年度 元事務年度
元事務年度 実地調査

（特別・一般）全体

調 査 件 数 件 473 394 83.3%



 

8 
 

 

 

 

 無申告は、申告納税制度の下で自発的に適正な納税をしている納税者に強い不公平感
をもたらすこととなるため、的確かつ厳格に対応していく必要があります。こうした
無申告者に対しては、更なる資料情報の収集及び活用を図るなどして、実地調査のみ
ならず、簡易な接触も活用し積極的に調査を実施しています。 

 
   ＜所得税無申告者に対する調査状況＞ 

 令和元事務年度においては、1,355 件（前事務年度 1,709 件）実地調査（特別・
一般）を実施しました。 

 １件当たりの申告漏れ所得金額は、1,947 万円（同 1,785 万円）で、所得税の実
地調査（特別・一般）全体の 1,101 万円（同 1,109 万円）に比べ約 1.8 倍とな
っています。また、申告漏れ所得金額の総額は 264 億円（同 305 億円）に上り
ます。 

 １件当たりの追徴税額は 201 万円（同 174 万円）で、所得税の実地調査（特別・
一般）全体の 171 万円の約 1.2 倍となっています。また、追徴税額の総額は 27
億円（同 30 億円）に上ります。 

 
   ＜消費税無申告者に対する調査状況＞ 

 令和元事務年度においては、1,472 件（同 1,717 件）実地調査（特別・一般）を
実施しました。 

 １件当たりの追徴税額は 167 万円（同 166 万円）で、消費税の実地調査（特別・
一般）全体の 103 万円（同 101 万円）の約 1.6 倍となっています。また、追徴
税額の総額は 25 億円（同 29 億円）に上ります。

〇 無申告者に対する調査状況 

 

  

事務年度等

項目 対前年比

1,101

追 徴 税 額 万円 174 201 115.5% 171

一
件
当
た
り

申 告 漏 れ
所 得 金 額

万円 1,785 1,947 109.1%

追 徴 税 額 億円 30 27 90.0% 117

6,835

申 告 漏 れ 所得 金額 億円 305 264 86.6% 753

（参考）

30事務年度 元事務年度
元事務年度 実地調査

（特別・一般）全体

調 査 件 数 件 1,709 1,355 79.3%

事務年度等

項目 対前年比

１件当たり追徴税額 万円 166 167 100.6% 103

追 徴 税 額 億円 29 25 86.2% 38

調 査 件 数 件 1,717 1,472 85.7% 3,668

（参考）

30事務年度 元事務年度
元事務年度 実地調査

（特別・一般）全体

＜所得税＞ ＜消費税＞ 
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Ⅲ 参考計表 

〇 事業所得を有する個人の１件当たりの申告漏れ所得金額が高額な上位 10 業種 

 

順
 
 
位

業 種 目
1 件 当 た り の
申 告 漏 れ
所 得 金 額

１ 件 当 た り の
追 徴 税 額
（ 含 加 算 税 ）

前 年 の
順 位

位 万円 万円 位

1 キ ャ バ ク ラ 3,352 990 2

2 ブ リ ー ダ ー 2,314 481 -

3 鉄 骨 、 鉄 筋 工 事 1,688 475 10

4 弁 護 士 1,601 782 -

5 ブ ロ ッ ク 工 事 1,576 255 -

6 運 転 代 行 業 1,493 130 4

7 焼 肉 1,477 198 -

8 ダ ン プ 運 送 1,410 160 9

9 製 図 設 計 士 1,371 190 3

10 清 掃 業 1,368 183 -

（注）

２ 「前年の順位」は、事業所得を有する個人の前年の１件当たりの申告漏れ
 所得金額が高額な上位20位に該当するものについて、その順位を記載してい
 る。

１  上記調査事績は、特別調査及び一般調査に基づく実施結果である。
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（付表）事業所得を有する個人の１件当たりの申告漏れ所得金額が高額な業種 
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漏
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情
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